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はじめに　地方分権化と予算・決算・会計制度の改革
　昨今の我国では、公会計制度の改革の必要性が、少なくとも関係者の間
では共通認識となった。筆者の主たる関心領域である地方自治の分野で見
た場合、地方団体公会計制度の改革は、例えば英国においても進められて
きている。ただ我国では、明治時代に（中央政府の）公会計制度を整備し
始めたときから、公会計制度に関して当時の「ヨーロッパにおいて先進的
な役割を果たしている」’）フランスにおけるあり方を主たる参考とし、「ほ
とんどフランス会計法を模範として明治会計法を起草した」2）というのだ
1）　亀井孝文『明治国づくりのなかの公会計』（2006・白桃書房）p．162．
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から、そこでの制度とその動向にもっと注意が払われてしかるべきであろ
う。フランス（以下「仏国」と略）は行政法の母国でもあり、また（地方
団体を含む）政府部門の予算・決算・会計制度の基本的な枠組みを、国民
代表たる国会が制定する成文法を始めとする諸法令で明確に規定している
点も我国と共通する。その仏国でも、現代における要請に応えるための改
革が、中央・地方の政府部門全体で進められてきている。ここでは地方団
体を取上げて、予算・決算と公会計制度を、その改革動向を追いながら解
明し、我国における制度との相違点と共通点を把握したうえで、そこでの
動向から我国が学ぶべき点は何かを論じることとしたい。
　仏国における地方公会計制度の改革は、1980年代以来進められた地方分
権化改革の一貫と意味づけることも出来る。地方分権化によって、地方団
体の権限が拡大するとともに、財政面まで含めて自由度が著しく高まった
が、それに歩調を合わせて、住民や関係者に、より幅広い財務関係情報等
を、より分かりやすい形で提供することが求められるようになったのであ
る。この点からも、1990年代以降、曲りなりにではあるが、地方分権化が
進められてきている我国にとって参考と出来る点が多いと推測される。
　以下の論稿の執筆に当たっては、仏国における関係法令に加えて、解説
書や中央政府の情報を参照しつつ、関係省庁や地方団体の実務者にも問い
合わせて正確を期したものの、とくに筆者の専門ではない会計制度関係の
部分では、用語の選択や意義の理解などの面で、不十分・不適切な場合が
あることも否定できない。この点ご留意願い、各位がお気づきの点をご教
示願えれば幸いである。
2）　Ibid．，　pユ85．
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1　地方団体における予算・決算制度
　1－0．法的な枠組みと地方団体の統治機構
　（1）地方公会計制度の法的な枠組み
　仏国では、地方団体の予算・決算・会計制度は我国の地方自治法に相当
する「地方団体総合法典」3）（Code　g6nerale　des　collectivit6s　territoriales＝
以下CGCTと略．この中に長年にわたる多数の立法により定められた諸々
のルールが一まとめに「法典」化されている）のほか、法律、行政立法等
で定められている。基本的な法律だけを見ると、CGCTの第1部（Premiere
partie）第6編（Livre　sixi6me）が地方団体全体についての財政・会計の
通則的な規定（Dispositions　financi6res　et　comptables）を掲げており、
そのうちの第1章（Titre　premier）に各種の規定が盛り込まれている。さ
らに、第2部第3編第1章～第3章（同法典L2311－1条～L．2336－4条）
がコミューン、同じく第3部第3編第1章～第3章（L3311－1条～L3335
－1条）が県、第4部第3編第1章～第3章（L．4311－　1条～L4333－1条）が
州についての規定を、それぞれ掲げている。また、いずれの地方団体類型
についても、それらの後に第4章として「会計」関係規定を掲げている。
　（2）地方団体の統治機構
　以下で予算・決算・会計制度を考察する前提として、仏国の地方団体に
おける統治機構をごく簡単に説明しておく。地方自治単位には、基礎レベ
ルのコミューン（commune）、広域レベルの県（d6partement）、いわば「超」
広域レベルの「州」（r6gion）の3階層があるが、そのいずれにおいても統
3）　CGCT（地方団体総合法典）については、ガバナンス研究科の村上順教授と筆者が、
　（財）自治体国際化協会の依頼によって、その主要部分の邦訳を監修したものが、平
　成18年秋以降、同協会のHPで公開されている。「自治体国際化協会」ホームページ
　（一）に入り、その中の「CLAIR刊行物」のうち「海外の諸情報に関
　する刊行物」から「（フランス）」のうち「フランス地方団体総合法典（抄訳）」で、当
　該邦訳のPDF版を見ることができる。
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治機構は基本的に同様の構造である。すなわち、住民の直接選挙によって
選出される議員が議会を構成し、その中から首長が互選（間接公選）され
て当該地方団体の執行機関となる。さらに首長選出と同じ手順を踏んで、
相当数の副首長たちが互選され、各人が首長から委任される担当分野を分
担して首長の行政執行を補佐する。首長と副首長たちとで執行理事会が構
成され、法的な執行責任を担う首長を中心にしながらも集団で行政運営管
理に当たる仕組みになっている。議員間での互選は、副首長についても一
人ずつ順次行われるので、通常は政治的な立場を同じくする（「連立」を含
む）人々が執行理事会を構成することになり、いわば「議院一内閣制」の
ような統治機構となっている。この点は、我国におけるような、別個の直
接選挙によって選ばれる首長と議会とが牽制し合ういわゆる「2元代表制」
とは異なっている。予算等の制度を考察する場合、こうした統治機構のあ
り方や、それを通じた代表者（公選職）たちと住民との関係をも、視野に
入れる必要があるというのが、筆者の問題提起でもある。
　1－1．予算の原則
　地方団体の予算に関しては（1）単年度主義（annualit6．出納整理期間に相
当する「補足期間」が1ヶ月ある）、（2）単一性（unit6．但し特別会計も可能）、
（3）包括性（universalit6．予算総計主義に相当）、（4）先行性（ant6riorit6．実
際には、新年度開始後3ヶ月以内に予算採択すれば可）、（5）特定性
（sp6cialit6．「節」と「条」に区分し議会の議決の範囲を特定。首長による
流用に制約を付す）、（6）収支均衡（6quilibre．経常・投資の両部門とも収支
均衡が必要）などの諸原則が、法令上の要請とされているが、これらは概ね
我国におけると同様の考え方である。それぞれについて、一定の例外が認
められる場合も法定されている。
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　1－2．予算の基本構造
　地方団体の予算は、年度（＝仏国では暦年に一致）ごとに、収入と支出
の全体を記載するものであるが、その両面において、経常部門と投資部門
とに大別される。経常部門では、税収、国からの（経常費系統の）移転収
入、財産運用収入などを収入とし、人件費、物件費、他の団体への移転支
出、負債の利払いなどを支出として計上する。一方、投資部門では、地方
債、国からの（投資的経費系統の）移転収入、経常部門からの繰入金など
を収入とし、公共施設・設備の建設整備費、地方債の元金償還などを支出
として計上する。発生主義による会計原則を勘案するならば、ここで「収
入」「支出」と邦訳したrecettesとd6pensesとは「収益」「費用」とすべき
かもしれないが、「収益」となるわけではない地方債などまでカバーする必
要があり、また民間企業での「損益」関係概念との差異を意識しておくに
は、通常用いられる邦語には適訳が見受けられず、問題の所在を忘れない
ためにも、あえて紛らわしい用語を用いておく。以下においても同様とす
る。
　予算上、両部門とも、それぞれで収支均衡していることが、法律上で要
請されているが、投資部門の場合は、一般に経常部門からの繰入金によっ
て、地方債の元金償還などに必要な財源が用意されることによって、収支
均衡が確保される。
　1－3．予算の採択と執行
　予算は、各地方団体で、それぞれの執行機関たる首長（コミューンの「メ
ール」、県／州の「プレジダン」）が調製し、議会に提出する。議会は、本
会議で審議・採決して、これを採択する。所定の期限内に採択されないと
きや、法律上で要請されている収支均衡が確保されていない場合は、中央
政府の関係機関が関与して是正が図られる。
　なお、地方団体の類型や規模（コミューンの場合は人口3，500人以上の団
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体に限られる）に応じて法定されている所定の時期までに、次年度予算に
ついての「予算編成方針」が、議会において討議されるべきものとされて
いる。対象コミューンと県の場合は新年度予算の審議に先立つ2ヶ月以上
前、州の場合は10週前までが、その期限である。
　採択された予算の執行は、首長の権限である。首長は、予算の認める範
囲内で、各種の支出と収入の執行を決定し（行政段階での責任）、その収支
の実行（会計段階での責任）を「出納責任者」である公会計官（comptable）
に命令する。公会計官は、中央政府の公金出納専門部局に所属する国家公
務員であり、全国各地に配属されて、それぞれ所轄の地方団体の出納事務
をも掌る。公会計官は、地方団体首長からの収支命令を受けて、当該地方
団体にかかる公金の出納を行うが、その際には、収支の妥当性を判断する
のではなく、その適法性のみを審査する。審査の結果、首長から命じられ
た収支が適法でないと考える場合は、その執行を拒否し、理由を付けて、
命令者に通知する。
　1－4．決算
　収支の命令を行う責任者たる首長は、年度終了後には、決算書（compte
administratif）の案を作成して、議会に提出しなければならない。実際に
は、まず、当該地方団体を所轄する公会計官から、年度終了後翌年の6月
1日までに団体ごとの会計管理報告書（compte　de　gestion）が送達される。
一方で首長が、行政責任者としての立場で、決算書案を作成する。議会の
決算採択の表決は遅くとも6月末日と法定（CGCT第L．1612－12条）されて
いる。
　決算書案は、議員の過半数が反対しなければ、決算書として採択される。
この決算書は、所定の期日内に中央政府の関係機関（＝所轄する地方長官
〔pr6fet〕＝中央政府任命の官僚で県ごとに配置。州はその中心県担当の者
が所轄）に送付される。収支の記載の誠実性などが審査されるほか、決算
80　ガバナンス研究　Nα3（2006年）
において収支均衡が確保されていない場合で赤字額が所定の限度を超える
ときは、その是正措置が開始される（CGCT第L．1612－14条）。
2　地方団体に係る公会計制度
　2－O．会計原則等の関係法令
　地方団体の会計制度については、まず基本法たる地方団体総合法典
（CGCT）が、コミューン（第R．2342－1条）、県（第R．3341－1条）、州（第
R4341－1条）それぞれについて、1962年12月29日付けデクレ（一種の政令）
第62－1587号「公会計一般規則」（reglement　g6n6ral　sur　la　comptabilit6
publique）第2条の規定に基づき、当該デクレの第1部「基本原則」（第3
条～62条）が地方団体に適用になる旨を規定している。この第1部は、国
や地方団体など公的組織の会計手続き一般についてのルールを規定してお
り、その第IV章（Titre　IV）「会計」（Comptabilit6）第49条～57条などが、
本稿のテーマに関係の深い部分となっている。
　これにより、仏国の1982年「会計一般基準」（Plan　comptable　g6n6ral．
以下「PCG1982」と略。現在は改正されて「PCG1999」になっている）の
基本的な考え方が、公共領域の中心に位置する政府部門の一部たる地方団
体の特異性に鑑みた一定の修正を受けながらも、地方団体の会計制度にも
適用される。
　逆の言い方をすれば、そもそも仏国のPCGは、「企業会計原則」つまり
企業だけの会計原則ではなく、他に格別の定めがない限り、「計算書類の作
成に関して、法的義務を負うすべての自然人、法人に適用される」（前文第
2条。注記の岸氏邦訳p．4）ものとして定められており、その適用対象は、
「企業」より広く、何らかの「主体」（entit6．岸氏の邦訳では「実体」）だ
とされている（PCGの各条文参照）。例えば一定額以上の公的助成金を受け
る非営利の社団（association）なども適用対象となる（岸訳書p．iii）。した
がって、仏国PCGは、岸悦三氏の訳書（『フランス会計基準』4）；後述2一
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3（1）も参照）に見るとおり、単に「会計基準」とでも邦訳するのが適当で
あり、本稿では「会計一般基準」としておく。
　なお、地方団体の会計に関係する主要法令等としては、次のようなもの
が挙げられる。
　（ア）1959年1月2B付けオルドナンス第59－　2号、とくに第45条（＝1962
年付け上記デクレの根拠）。年度独立の原則も規定されている。
　（／）1982年新会計一般基準（PCG1982）。改正されて「PCG1999」即ち1999
年4月29日付け会計規則委員会規程No．99－03（1999年6月22日のアレテで
政府認可）になっている。
　（ヴ）コミューンについては、1994年6月22日法「地方団体の予算及び会
計に関する措置を定める法律」（全11条）と、それをうけたコミューン向け
の「M14」（予算・会計指令〔instruction〕M14＝1996年12月27日関係省庁
合同アレテ。その後1998年11月9日アレテで改正、さらに2005年12月27日
アレテで再度改正）。
　（エ）県についての2003年2月19日法律第2003－132号「県に適用される予
算及び会計のルールを改正する法律」と、それをうけた各種法令。県向け
の「M52」（2004年から適用。それまでは「M51」であった。2005年12月27
日のアレテにより一部改正）。
　（オ）州についての予算及び会計に関する暫定的なルールたる「暫定
M71」を定める2005年12月27日アレテ。従来、州には、県向けの「M51」
が準用されていた。
2－1．地方団体の公会計制度改革の経緯
今日における会計ルールの決定に至る制度改革の過程のうち、主要なポ
4）岸悦三訳・フランス会計規制委員会編『フランス会計基準一プラン・コンタブル・
　ジェネラルと連結会計基準一』（同文舘出版・平成16年刊）。
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イントのみを整理すると、次のようになる。
01994年6月22日「地方団体の予算及び会計に関する措置を定める法律」
　制定。
○それをうけたコミューン向けの「M14」（予算・会計指令〔instruction〕
　M14＝1996年12月27日関係省庁合同アレテ〔その後1998年11月9日アレ
　テで一部改正〕）の制定。
○「M14」策定～実施の過程で3年以上に及ぶ関係者間の入念な検討・協
　議。
・1990～1991年　諮問委員会設置～提言＝1992年2月6日
・1992、1993年　地方財政委員会（CGCTで法定されている地方財政に関
　する国・地方間の協議機関）における「案」の検討・協議
・1994　実験
・1994春　国会審議～1994年6月22日法律第94－504号
　～各種運用デクレ（例）1996年6月13日デクレ第96－522号・第96－523号
　～予算・決算・会計ルールたる「M14」（コミューン向け）策定
　～1997年1月1日（＝1997会計年度当初）から「M14」適用。
　ただし、大多数を占める人口の小さなコミューン（後述2－2②参照）
　には、PCGが限定的にしか適用されないなど、妥協的なルールになった
　とも言われている。
○なお、営業的性格を持つ地方公役務（日本の地方公営企業に類似）につ
　いては、1988年8月19日付のアレテにより、「M4」群が策定されている。
　電気・ガス向けの「M41」、公共旅客交通のための「M43」（1988年12月
　19日付けアレテ）、上下水道のための「M49」（1991年8月12日付けアレ
　テ）などである。
○県については、2003年2月19日法律第2003－132号「県に適用される予算
　及び会計のルールを改正する法律」と、それをうけた各種法令が制定さ
　れ、県向けの「M52」が2004年から適用開始。
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○県向けの「M52」策定～実施の過程
・1996年～　内務省、全仏県連合会、全国会計評議会などの間で協議
・「M52」策定＝2002年12月12日付アレテ（予算・会計指令）。その第1条
　により、6県で実験。実験追跡調査委員会が活動開始。
・上記2003年2月19日法律第2003－132号で、2004年1月1日から、「M52」
　を全県に適用する旨、方向付け。
・2003年6月12日、「M52」最終案決定。
・2004年1月1日、県への「M52」適用開始。
　なお、県については、コミューンの場合（下記2－2（2））よりも、減価
　償却の対象となる資産の範囲が拡大され、例外は道路などに限定されて
　いる。
○州については、暫定的なルールとしての「暫定M71」が定められ、2005
　年1月1日から仏本土（欧州地域内の仏国）の22州において実験（2年
　間を予定）を開始。さらに2006年1月からは海外州（旧植民地地域の諸
　州を意味する）での実験も始まった。2007年1月すなわち2007年度予算
　から「M71」による予算が本格実施になる見込み。
○州段階での本格化により、コミューン・レベルが先行した地方団体とそ
　の関係組織に係る予算・決算・会計制度の改革も一段落する。その後は、
　新制度の下での自治運営が初期の目的を達成するか、どのような運営管
　理の工夫が生まれるかなど、制度の運用面での動向が注目されることに
　なる。
　こうした改革の過程を改めて概括すると、従来は、「M11」（人口1万人
未満向け）と「M12」（1万人以上向け）による方式が約30年も続いていた。
それらは1947年会計一般基準（PCG。その後1957年に改訂）をべ一スにし
ており、コミューンでは、そのPCGの原則に沿った会計処理が行われてき
た。
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　1962年12月29日付けデクレ（公会計一般規則）第52条が、公的組織の会
計は会計一般基準から着想を得たものであるべき旨を規定。1982年に新
PCG（1978年の欧州指令を受けたもの）の制定（「PCG1982」と略）をみた
が、その一方で、地方分権化の改革が数次にわたって進行した。
　1994年6月22日法「地方団体の予算及び会計に関する措置を定める法律」
と、それをうけた「M14」の策定によって、コミューンの会計制度は転換
期を迎える。この「M14」は、コミューンに関する限り、新PCGに対応し
ての会計制度改革を締め括るものである（県、州については別の「M52」
などがある）。なお、1994年6月22日法は、1992年2月6日法（地方行政指
針法。略ATR法）、そのうち特に「地方民主主義」の章に沿ったものでも
あり、それに基づく「M14」は、　PCGの諸原則と地方団体行政に固有の事
情との間での折合いを考えて策定されており、純粋なPCGから見れば「妥
協」であるとも言われている。
　2－2．地方団体に係る公会計についての諸原則
　PCG1999第1章（Titre　I）第II～III節（Chapitres　II～III）には、日本
の企業会計原則と同様の諸原則が規定されている。地方団体については、
諸法令によって、例外的な措置はあるものの、PCGの諸原則が適用される。
コミューンについては、CGCT第R．2342－1条で、公的組織の会計は会計一
般基準から着想を得たものであるべき旨を規定した1962年デクレ（上記2
－0参照）の第1部（第52条を含む部分）の適用を規定する。県と州につ
いては、CGCT第R3341－1条とR4341－1条が、1962年デクレ第1部（上
記。第52条を含む部分）の一般的な適用を定めている。
　一方、中央政府についてのいわゆる「財政憲法」すなわち「2001年8月
1日財政に関する組織法律」では、第28条で予算作用は〔伝統的な〕現金
主義、第30条で財務会計は発生主義、と区別して原則を設定している。そ
のっえで、2006年から、国においても貸借対照表と結果計算書が作成され
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ることとなる。但し、そうした財務関係書類を個別省庁ごとに作成するこ
とはしない。
　地方団体に係る会計原則のうち、我国の現行制度では「公」会計と「私」
会計との間の相違点となっている諸点については、仏国では基本的な相違
ではなく、制度的な仕組みとしては次のようになっている。以下、法令等
の規定については、コミューンを中心に見ることとする（県や州について
も通常は準用される）。
　（1）複式簿記（la　comptabilit6　en　partie　double）
　コミューンについてCGCT第D．2343－10条で複式簿記の原則を規定し
ている。（根拠法令：1962年12月29日付けデクレ第62－1587号第52条）
　（2）減価償却（les　amortissements）
　従前「M12」の時代には減価償却は任意で、実際に取り入れていた地方
団体は僅かだった。現在ではコミューンにもPCGに則った減価償却を求
めるが、適用範囲は限定的である。
　すなわち、さまざまな理由から、建物（収益を生むものは別二償却対象
になる）や道路などのインフラ施設や美術工芸品は、減価償却の対象から
除かれている。また、新制度導入後である1996年1月1日以降に取得した
資産のみを対象とする（CGCT第L2321－3条）。
　また、人口規模の小さい（3，500人未満）コミューンも除外される。仏国
の基礎レベル地方自治単位たるコミューンは、全国で約36，500団体も存在
するが、その9割以上が人口3，500人未満の小規模団体であるので、圧倒的
多数が、この除外措置の対象になる。
　「M14」の定める減価償却の方法は、定額法（la　m6thode　lin6aire）で
あるが、議会の議決によって、その他の償却方法も採用できる。
○地方団体での「減価償却」についての法令等
・1994年6月22日法律第94－504号「地方団体の予算及び会計に関する措置
　を定める法律」。
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・CGCT第L1612－4条。
・同L．2321－　2条（第27号）：コミューンに減価償却費の予算計上を義務付
　け。
・コミューン：人口規模によリルールに差。1994年6月22日法律第94－504
　号〔のちにCGCT第L．2321－2条（第27号）として法典化〕。
・減価償却対象の資産を限定。1996年6月13日付けデクレ第96－523号。
・県：2003年2月19日法律第2003－132号による制度改正で、CGCT第L。
　3321－1条「（県予算の）義務的経費」に減価償却費を追加。
・州：今のところ、CGCT第L4321－1条に列記された「（州予算の）義務
　的経費」には減価償却費が含まれていない。
　（3）発生主義
　「発生主義」については、実のところ、筆者は未だに直接に対応する仏
語を確認できていない。5）それを前提とした意味合いを持つsystさme　des
droits　constat6s又はle　principe　de　la　constatation　des　droits　et　obliga－
tionsなどが、いわゆる「発生主義」を地方団体の公会計でも採用している
ことを示しているとは想像できる。
　しかし、「発生主義」を地方団体に適用する旨を直接かつ明示的に規定す
る法律上の条文は見当たらないし、参考文献でもそのように解説されてい
る（JCM1996，　p．62）。「M14」や「M52」の関連箇所に発生主義に依拠する
ことを意味する記述が見られるが、PCGや法律から直接的な条文を引証し
てはいない。
　中央政府については、上述のとおり、2001年8月1日法律第2001－692号
「財政に関する組織法律」いわゆる「財政憲法」第27～30条で、予算会計
（comptabilit6　budgetaire＝op6rations　budgetaires関係。同法第28条）
5）例えば1999年の会計基準（PCG1999）ほか主要な基本文書を邦訳している岸悦三『フ
　ランス会計基準』（同文舘出版・平成16年）の索引で見ても、「発生主義」という言葉
　は掲載されていない。
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と財務会計（comptabilit6　g6n6rale　de　1’Etatニop6rations　comptables関
係。第30条）とを区別（第27条）し、第28条＝予算作用は〔伝統的な〕現
金主義、第30条＝財務会計は発生主義と分けて原則を設定しているが、地
方団体については、そのような区別を明示したものが法令中には見当たら
ない。しかも同法は、中央政府の財政制度に関する基本的な立法であり、
地方団体には適用されない。
　同法でも、「発生主義」と「現金主義」について、それらのコトバそのも
のを用いた一口での表現が法文に盛り込まれているわけではない。国会で
の法案審議経過を示す資料等の中で、従前どおりのle　syst6me　dit《de
caisse》即ち“いわゆる《現金》主義”といった説明が行われている一方、
「発生主義」については、同法文上は“le　principe　de　la　constatation　des
droits　et　obligations”という表現が用いられているだけである。
　2－3．企業向けの会計原則とおおむね同様の地方公会計ルール
　地方団体に係る公会計においても、例えば「M14」の前文で、　PCGに掲
げられている規則性（r6gularite）、慎重性（prudence）、誠実性（sinc6rit6）、
継続性（permanence）などの原則が適用され、それらが、地方団体にとっ
ての基本法典であるCGCTにおいて予算の原則（上述）とされる単年度主
義、単一性、包括性、収支均衡などの諸原則を補完し強固にすると説明さ
れている。
　実際の運用ルールとしては、地方団体の階層別に規則が定められており、
それらによって、経理の方法、科目、様式等が規定されている。それらは
詳細にコード化されて統一的に付番されている。コード化された名称では、
例えば「M14」が一定の人ロ規模以上のコミューンに適用されるが、　M＝
地方団体、1；コミューン、4＝第4次改訂版を示す。
　（1）　「M14」の基本
　コミューン向けである「M14」の基本的な仕組みを要約すると、次のと
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おりである。
・貸借対照表（les　comptes　de　bilan）
・結果計算書（les　comptes　de　r6sultat＝民間の損益計算書に相当。「成果
　計算書」とも邦訳）
・地方団体の公会計においても、発生主義、複式簿記、減価償却、引当金
　など、企業会計と同様の原則が適用され、また経常収支、財務収支、特
　別収支に3区分。
　なおbilanという仏語は、一般的には「総括」を意味し、災害時の被害状
況などにも用いられる。それを「貸借対照」だとするのは会計「英」語の
和訳をそのまま当て嵌めた「意訳」であり、仏語自体にそのような意味は
内包されていない。その意味で他の訳語をあてることも検討の余地がある
が、本稿では通例に従う。
　また、この用法でのr6sultatに、「PCG1999」を翻訳している岸悦三訳『フ
ランス会計基準』（同文舘出版・平成16年）では、従来の「通例」（岸氏自
身の表現）である「成果」でなく「損益」という訳語を与えており、そう
した「結論」について「訳者まえがき」の中で特に強調している。しかし
本稿では、岸氏がその前書き（p．v）で述べているとおり、「成果」という訳
語が「確かに原義によるものである」こと、また「営利企業のみならず非
営利組織にも妥当する一般性、普遍性、汎用性をもったフランス会計の特
徴を浮彫にするためであった」ことを重視して、「成果」という訳語に近い
「結果」という最も素朴な「直訳」を意図的に選択する。
　行政主体にとっては「黒字」「赤字」は問題となるが、それは「利益」「損
失」という意味合いにおいてではないから、邦語の持つ意味を大切にしよ
うと考える。さらに言えば、予算・決算や会計処理そのものに用いられる
のは、表面的な「金額」でしかない。今日の我国における行政世界での用
語法からすれば、これは「成果」と呼びうるものではなく、コストがいく
らかかったかといった「結果」でしかない。公会計の世界では、民間企業
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と何もかも同一視するのではなく、政府部門に適した意味合いの概念を用
いることが必要と考えるが、ここでは深入りせず、従来の「通例」訳語た
る「成果」により近く、仏語での原語自体の意味合い（上記「原義」）によ
り忠実な「結果」を用いておくのである。それが、仏国でのPCGが行政主
体などを含む非営利組織にも適用されるものとして位置付けられているこ
とを考慮した結果であることは、念のため重ねて記載しておこう。
O根拠となる法令等
　地方団体の公会計における会計一般のルール（たとえば複式簿記・減価
償却）については、各関係法令等で個別に規定されている。コミューンの
場合、適用される法的枠組みの全体をまとめているのが「M14」である。
個別にも、例えば以下のような規定がある。
・複式簿記…　CGCT第R．2342－　1とD．2343－10、　R3341－1、R．4341－1
　各条。1962年デクレ第62－1587号第52条。
・減価償却…　コミューン：CGCT第L2321－2（第27号）、　L2331－8、
　L2574－7、L．2574－4各条。1994年6月22日法律第94－504号第2条、1996
　年デクレ第96－523号。なお県にも2003年2月19日法第2003－132号第5条
　及び第7条により減価償却が義務付けられた。CGCT第L3321－1（第19
　号）、L．3332－2（第8号）、　L3332－3（第11号）各条。
・引当金…　コミューン：CGCT第L．2321－　2（第29号）。1996年12月26日
　デクレ第96－1249号。1996年6月13日デクレ第96－523号＆96－524号。
　（2）企業向けの会計ルールとの相違が設けられる理由
　地方団体の予算・決算及び会計制度を設計するに当たって最も留意すべ
き点は、地方団体（特に、その一般行政）は、あくまでも一国の政府部門
に属するということである。
　すなわち、地方団体は、民間企業とは存在目的が根本的に異なり、
（7）　「公共一般の利益」のために活動し、
（イ）その権限は、基本的に国会の制定する法律によって枠付けられており、
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　きわめて幅広く、活動分野が多岐で、
（ウ）主たる歳入が、租税という公権力を基礎にしたものになっている。
　公会計制度を見る場合、こうした点をまず確認してから、それゆえに、
地方団体に適用される会計ルールは民間とは同一にしがたい場合があるこ
とを理解する必要がある。その結果として、予算・決算や勘定の科目の構
成や呼称、用語、様式等にも、地方行政の特異性に応じた違いが制度化さ
れているのである。
　なお、営業的公役務の場合は、CGCTの中でも、一般行政とは分別して
構成された部分（livre　II　de　la　deuxiさme　partie）が適用になり、民間企
業とほぼ同様の会計原則が適用されるが、その場合でも、その公役務の第
一の目的が「公共一般の利益」であることには変わりはない。我国での地
方公営企業が、従来から、企業会計原則を基礎とした予算・決算及び会計
方式を採用してきたのと同様、仏国においても上水道、下水道、公共交通
など活動分野が特定されているうえ料金収入のある営業的な公役務につい
ては、その分野ごとに分別された特別会計を設定している。最終目的が公
共一般の利益ではあっても、その特定分野だけでの目的遂行と経済効率の
発揮が中心課題となるから、私的な「利益」が中心目的の民間企業と同様
の会計処理が有効になるのである。
　予算の編成を通じて住民共有の財政資源を複数の行政目的の間で優先順
位をつけて配分し、さらに決算によって一年度内における行政活動の結果
を確認・評議するという一般行政分野全般のための予算・決算過程とは異
なる枠組みが、営業的な公役務の場合は、むしろ適すると考えられるのは、
仏国でも同様である。
　（3）会計一般基準と地方団体の公会計ルールの具体的な類似点と相違
　　点。
○類似点　PCG（会計一般基準）と地方団体に係る公会計のルールとの間
の具体的な類似点としては、発生主義、複式簿記、減価償却、引当金など、
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会計制度における主要な要素を挙げることができる。上述したとおり、1962
年12月29日付デクレ「公会計一般規則」では、公行政の会計は会計一般基
準（PCG）から着想を得ており、とくに営業的公役務に関しては、　PCGに
則った会計処理が行われると規定している。「M14」の前文にも、PCGから
着想を得ている旨、ただし地方団体の特異性、その公役務遂行という使命、
その財源調達の方式などに、十分留意している旨が述べられている。
○相違点　民間企業と地方団体とでは、存立の理由からして、また活動の
目的や内容も異なるから、会計制度上でも、科目の構成や呼称、用語、様
式等に、政府部門の一部たる地方行政の特異性に応じた違いが相当数ある
のは当然である。例えばコミューンでの減価償却は、上記のとおり、道路
などインフラ施設や美術工芸品を除外する（すなわち買い替え等によって
更新可能な種類の資産のみが償却の対象）ほか、1996年1月1日以降に取
得した資産のみを対象とする（CGCT第L．2321－3条）。
3　地方団体の予算関係書類及び様式
　3－1．法律等で予算書様式等を規定
　地方団体の予算・決算関係文書の様式等については、我国におけると同
様の手順を辿り、国の立法府（国会）が制定する法律（我国では地方自治
法。仏国ではCGCT）に淵源を持つ一連の法令で正統性を付与したものに
なっており、例えば法律からの委任を受けた政府関係省庁合同の指令（行
政規則）である「M14」などで規定している。
○予算関係書類　関係書類は大きく3つの部分に分けられる。
・第1は、一般情報に加えて、予算の総括的な姿（収支など）。
・第2は、予算の本体、すなわち議会で議決する部分。これは「節」
　（chapitre＝我国の「款」に相当）と「条」（article＝「項」に相当）に区分
　して、内容を具体的に記し、首長が編成して、議会に提案する。
・第3は、関係情報を盛り込んだ図表など。
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・その他に「附録」…保証債務の状況、出資法人など。
○予算書の様式：性質別と行政分野別　予算書の本体は、PCGに則って、
「性質別」（par　nature）分類による科目構成とすることが原則とされては
いるが、CGCTの規定により、人口規模の大きなコミューンや広域の地方
自治単位たる県や州レベルでは、「行政分野別」（par　fonction＝「機能別」
「目的別」）の分類（総務、治安・公衆衛生、教育、文化、スポーツ・青少
年、福祉・保健、家族、住宅、地域整備・都市対策・環境、経済振興の10
項目に分類）によることもできる。その場合には、同じ内容を「性質別」
にも組み立てた説明書が議会に送付される。「性質別」を採用する場合には、
逆に、「行政分野別」にした説明書が添付される。いずれにしても、「性質
別」と「行政分野別」の両方が、議会審議のために用意されることになる。
○人口規模により区分　具体的な様式等は、コミューンの人口規模区分に
あわせて、それぞれ「M14」の中で示されている。根拠法令はCGCT第L．
2312－　3条（1994年6月22日法第1条、のちに法典化されコミューン法典第
L．211－　3条となり、さらにCGCTに統合）。
・人口3，500人未満…「性質別」分類により議決。さらに、500人未満では
　要約し簡略化した様式になる。
・人口3，500人以上…「性質別」分類により議決するが、「行政分野別」で
　の予算額を表示した資料を添える。
・人口1万人以上…「3，500人以上と同じ方式」つまり「分野別」の情報を
　添えての「性質別」での議決、又は「性質別」の情報を添えての「分野
　別」での議決のいずれかを選択できる。
○なぜ、二重の手間をかけるのか？　実務的には二重に手間のかかるこう
した仕組みを採用しているのは何故だろうか？それは、年度ごとに、租税
収入など住民の共有財政資源を、どの程度どこから調達するか（税率決定
を含む）、そして、調達する財源を、どのような優先順位付けをして、いか
なる行政活動（即ち行政目的／分野）に振り分けるか、それを民主主義の手
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続きに則って決定し、執行していくという、地方団体など政府部門の予算
が果たすべき最も重要な機能を重視するがためである。この点が、株主の
私的利益の実現という単純な目的を至上のものとする民間企業に適合した
会計方式と、公会計に適したルールとを同一視できないポイントである。
　「性質別」のみで済ましうる人口規模の小さなコミューンでは、実際の
行政活動の大方は例年ペースを基本に進めることが可能であるし、臨時的
にどのような取り組みがなされるかは、住民代表たる議員各位にとって、
執行部からの予算説明を聞くだけで把握できる話だろう。
○なぜ、可能なのか？　なお、こうした二重手間の仕組みを実行に移すこ
とができるのは、その技術的な基礎たる情報処理や通信の技術が著しく発
展したからでもある。公会計制度の改革に並行して、地方団体共通で活用
できるように詳細に至るまでの科目のコード化と共通番号付け、そして財
務会計システムの整備（公会計官の事務処理システムを含む）が進められ
ている。現実の運用としては、中央政府の公務員たる公会計官（下記5）
が、自らの任務たる地方の公金の出納だけでなく、予算の編成から執行、
決算を実務面で支援しているのが実情であり、格別の支障が生じないよう
である。
○根拠法令等
・1992年2月6日法第92－124号第13条。
・コミューン関係：CGCT第L2311－1～L2313－1条。第R2311－1条、
　第D．2311－2条～D．2311－　7条。より具体的な様式等は指令「M14」。
・県関係：CGCT第L3311－1～L3313－1条。第R．3312－1～R3312－2
　条。より具体的な様式等は、2004年に改定された「M52」。2003年2月19
　日法律第2003－132号により、県の予算の議決方法（「性質別」「機能別」）
　は、人口1万人以上のコミューンの場合と同様になった。
・州関係：CGCT第L．4311－1～L．4312－1条。第R．4311－1条。より具体
　的な様式等は「M71」。
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　3－2．一般会計と特別会計
　地方団体には、我国と同様に、一般会計と特別会計（複数ありうる）と
がある。そのいずれについても、上記により名称、様式等が規定されてい
る。
　営業的公役務については、特別会計を設定して、経理を明確にし、独立
採算を図るべきことが法定されている。このため適用ルールとしては、よ
りPCGに近い「M　4」群が設けられている。また、規模の小さな公役務活
動については、「M14」の中に簡略化された様式が設けられている。
　ただし予算関係書類の中には、我国の地方公営企業会計に見るような「予
定貸借対照表」に相当する書類までは存在しない。予算書冒頭に示される
「予算総括説明」のうち「経常部門予算収支均衡総括表」が、いわば「予
定結果計算書」とも表現しうる構成と内容になっているから、これが「予
定損益計算書」に相当する。営業的公役務向けについても同様である。
4　予算と関係情報の住民への公表
　住民への予算内容の公表について見ると、法令上の義務として、地方団
体の予算は、議会での議決後2週間以内に、役所の庁舎で掲示するなどし
て、住民が閲覧等できるようにする。予算書本体に加えて、次のような関
係書類も公表されなければならない。
　すなわち、人口3，500人以上のコミューン、県及び州では、予算書本体な
どの公示に合わせて、次のような関係書類を備えなければならない。詳細
はデクレに委任されている（CGCT第R．2313－1条）。
（7）財政状況についての総括的な資料、
（イ）非営利団体に交付される助成金の一覧、
（ウ）本予算（一般会計に相当）と付属予算（特別会計に相当）との連結決
　算の状況（可能な範囲で近い年のもの）、
（4）関係広域行政組織の決算の総括表、
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（t）資本参加又は一定以上の財政援助をしている組織の決算関係情報、
（カ）当該コミューンが関係公法人・第3セクター（略SEML）・非営利団体
　等について債務保証している場合、その与信残高と償還状況一覧表、
（キ）公役務の経営委託先の決算状況等、である。
　このうち、（7）の予算の公表に際して添付すべき財政状況についての総括
　的な資料には、
・人口3，500人以上のコミューンでは、人ロー人あたりの経常支出、直接税
　収入、経常収入、投資的支出、地方債残高、経常費一般交付金（DGF＝
　国から交付される一般財源）、
・さらに人口1万人以上のコミューン、県及び州では、それらに加え、経
　常支出に占める人件費の割合、潜在的担税力（CGCTに定義規定あり）、
　経常収入に対する経常支出・地方債元金償還・投資的支出・地方債残高
　それぞれの割合、
についての情報を掲載する。
　このように法令上で、予算の公表に合わせて、一般会計と特別会計の連
結決算を始めとして、その地方団体が参加している広域行政組織の財政状
況、財政的に密接な関係にある第三セクターなど関係組織の経営状況等ま
で、毎年、継続的に明らかにすることが求められていることが注目される。
ただし、広域行政組織や第三セクターなどまで「連結」されるわけではな
い。
○根拠法令等
・コミューン：CGCT第L．2313－1条（1992年2月6日法第13条を法典化）
　及び第L2121－26条。
・県：CGCT第L3313－1条（コミューン向けの上記2条文を準用）。
・州：CGCT第L4312－1条（同上）。
・添付すべき詳細情報：CGCT第R2313－1条。
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5　決算書と関係書類
　仏国では地方団体についての出納事務を、各地に配属されている中央政
府の公務員たる公会計官が所管している。このため決算関係では、公会計
官が、まず、その会計管理報告書（compte　de　gestion）を作成してのち、
地方団体の行政責任を担う立場から収入・支出を決定（その出納は公会計
官に命令）する首長が、地方団体としての決算書（compte　administratif）
の案を作成して、議会の認定（採択）を求めるという手順になっている。
この二つの決算関係書類は、内容的には一致しているべきものである。
0決算書の作成を定める法令等
・CGCT第L1612－9条・第L1612－12条（全地方団体）、第L．2121－31条・
　第L．2343－2条（コミューン）
・1979年2月5日付けデクレ第79－124号（1993年3月1日付けデクレ第93
　－283号で一部改正）
・CGCT第D．2343－2条～D．2343－　3条（コミューン）、第R3341－5条・R．
　3342－19条（県）、第R，4311－1条（州）
　5－1．会計管理報告書と決算書
　これら関係書類の様式等は、「M14」「M52」などの中で示されている。
予算書と同様の科目で構成する様式により、予算の内容にあわせて、予算
額と決算額・繰越額・不用額を、経常部門と投資部門ごとに示す決算書本
体（議会の議決を受ける）のほか、各種の情報が記載されたさまざまな書
類が作成される。
　そのうち貸借対照表（bilan）、結果計算書（compte　de　r6sultat）は、行
政べ一スの決算書の中ではなく、公会計官が作成する会計管理報告書の中
に含まれる。したがって、その作成は公会計実務のプロの仕事になってお
り、小さなコミューンでも事務能力不足の問題は生じないのである。
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・貸借対照表…行政に特有の科目構成（国庫交付金など）などが見られる
　が、PCGの示す範型（mod61e）と重要な点での違いはない。
・結果計算書…行政に特有の科目構成（支出側に法人税などが無く、収入
側には租税、使用料などが有る）などが見られるが、基本的にはPCGに
　類似している。経常収支、財務収支、特別収支の3つの勘定に区分され
　る。経常勘定での収支差が表示されて後、いわゆる「報告式」により、
　順次合計しての収支が表示される様式になっている。
・付属書類（annexes．複数）…決算書にはPCGに近似した各種付属書類
　がある。借入金残高一覧、固定資産一覧（減価償却の状況を含む）、債務
　負担行為一覧などである。
　なお、例えばコミューンの決算書には、その「付録」の形で、次ぎの情
報を盛りこむことが義務付けられている。
・補助金、非営利社団への助成金など特定の種類の支出
・公有不動産の一部
　人口3，500人以上のコミューンの場合は、さらに加えて、
・一ﾊ会計（budget　principa1）と特別会計（budgets　annexes．複数あり
　うる）を総計しての収支状況
・当該コミューンが資本参加、債務保証、または一定額以上資金助成して
　いる組織の決算状況に関係した情報。
　5－2．住民に対する公表
　決算書や関係書類の住民への公表についてもCGCTに規定されており、
その際に含まれるべき情報等も基本的に予算の場合と同じである。
○根拠法令等
・CGCT第L2121－26条・L，2341－1条（コミューン）（＝1992年2月6日
　法律第92－124号第17－1－II条を法典化）。
・コミューン：予算の場合（L．2313－　1条＝上記）と同じにすると規定（L．
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2341－1条）。
・県：L3313－1条で、コミューンの予算についてのL2313－1条、予算・
決算についてのL2121－26条を準用。
・州：L4312－1条で、県の場合と同じコミューン関係条文を準用。
まとめ　フランス地方公会計制度のどこに着眼するか
　以上、仏国における地方公会計制度の概要と改革動向を叙述してきたが、
我国での制度設計との関わりでは、どのような点に着眼すべきだろうか？
以下では、これまでの叙述の中で、我国と比較して仏国の制度が異なって
いる諸点を、まず改めて列記しよう。取り上げる諸点の末尾に括弧に入れ
ているのは既述した箇所を示す。
　（1）予算・決算制度に関する点
・予算・決算は収支の両面において経常部門と投資部門とに大別される。
　（1－2）
・予算の執行（収支の決定）は首長の権限（行政段階での責任）、その収支
　の実行（会計段階での責任）は公会計官（国家公務員）の任務である。
　（1－3）
・決算では、公会計官から会計管理報告書が送達され、首長が行政責任者
　としての立場で決算書案を作成し、議会の決算採択を求める。（1－4）
・採択された決算書は地方長官に送付され、記載の誠実性などが審査され
　る。赤字額が所定の限度を超えるときは是正措置あり。（1－4）
　（2）地方公会計制度に関する点
・「会計一般基準」（現在はPCG1999）の基本的な考え方が、一定の修正を
受けながらも、地方団体の会計制度にも適用される。（2－0）
・そもそもPCG1999は、企業向けだけの会計基準ではなく、自然人や法人
　にも適用されるものとして構築されている。例えば非営利社団の一部も
　適用対象となる。（2－0）
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・地方団体とその関係組織に係る予算・決算・会計制度の改革は、中央政
府とは別に、コミューン・レベルが先行し、その後、県、州へと波及し
た。（2－1）
・地方公会計制度は、1992年2月6日法（地方行政指針法）のうち特に「地
方民主主義」の章に沿ったものでもあり、PCGの諸原則と地方自治行政
に固有の事情との間での折合いを考えて構築されている。（2－1）
・地方公会計でも、貸借対照表や結果計算書があり、発生主義、複式簿記、
減価償却、引当金など、企業向けの会計と同様のルールが適用される。
　（2－2、　2－3（1））
・地方公会計でもPCGに則った会計処理が行われるが、地方団体の特異
性、その公役務遂行という使命、その財源調達の方式などに十分留意し
てある。（2－3（3））
・民間企業と地方団体とでは、科目の構成や呼称、用語、様式等に、地方
行政の特異性に応じた違いが相当数ある。（2－3（3））
・地方団体での減価償却の適用範囲は限定的で、コミューンの場合は、建
物（収益を生まない場合）や道路などのインフラ施設や美術工芸品は減
価償却の対象から除かれている。また新制度導入以降に取得した資産の
みを対象とする。人口規模の小さい大多数のコミューンには減価償却は
義務付けられていない。（2－2②、2－3（3））
・中央政府については、予算作用は〔伝統的な〕現金主義、財務会計は発
生主義によると区別されており、そのうえで貸借対照表と結果計算書が
作成される。（2－2）
（3）予算に関係する書類とその様式
・予算に関係する情報は3つの部分に分けられ、第1に予算の総括的な姿
　（収支など）、第2は予算の本体（議会で議決する部分。「節」と「条」
に区分）、第3は関係情報を盛り込んだ図表などで、その他に附録（保証
債務の状況、出資法人など）がある。（3－1）
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・予算書の本体はPCGに則って「性質別」分類による科目構成とするのが
原則だが、CGCTの規定により、人口規模の大きな地方団体では「行政
分野別」（＝機能別／目的別）分類によることもでき、いずれにしても「性
質別」と「行政分野別」の両方が議会審議のために用意される。（3－1）
・中央政府の公務員たる公会計官が予算の編成から執行、出納、決算を実
務面で担当・支援しているのが実情である。（3－1）
（4）決算に関係する書類とその様式
・決算では、公会計官が会計管理報告書を作成してのち、首長が地方団体
としての決算書の案を作成して、議会の認定を求める。二つの決算関係
書類は内容的には一致。（5）
・議会の認定を受ける決算書本体のほか、さまざまな書類が作成されるが、
貸借対照表や結果計算書は公会計官が作成する会計管理報告書の中に含
　まれる。（5－1）
・地方団体の貸借対照表や結果計算書には行政特有の科目などが見られる
が、基本的にはPCGに類似している。（5－1）
・決算書には各種の付属書類があり、その中には借入金残高一覧、固定資
産一覧（減価償却の状況を含む）、債務負担行為一覧などが含まれる。（5
－1）
（5）予算・決算の住民への公表
・法令で、予算の公表に合わせて、一般会計と特別会計の連結決算、広域
行政組織や第三セクターなど関係組織の経営状況等まで明らかにするこ
　とが求められている。（4）
・決算と関係書類の住民への公表の際に含まれるべき情報等も、基本的に
予算の場合と同じである。（5－2）
　こうした諸点をまとめて観察すると、仏国の地方団体における予算・決
算と会計の制度は、その内容においては、民間企業や非営利社団と同様の
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一般的な会計基準（PCG1999）における諸原則と、憲法や地方団体総合法
典（CGCT）などの諸法令で具体的に枠付けされた「地方民主主義」や伝統
的な「財政民主主義」の要請との間での「折り合い」をつけたものとなっ
ている。純粋な企業会計的原理から見れば「妥協」（2－1）だという評定
があるのは、その証左である。
　この点については、そもそも政府部門の存在する目的から始まり、議会
によって代表される主権者による主権者のための統治を担保する方法、そ
の中で「予算」「決算」と会計制度が果たすべき機能など、伝統的に政治・
行政の制度設計において重視されてきた観点を再確認しながら、行政運営
管理の効率化や実効性向上の必要性、地方団体が置かれている社会経済環
境の中に現出する利害関係者からの地方公会計情報への要請などを、総合
的に検討して「折り合い」をつけたものと評定することが必要である。
　そもそも、主権者たる住民は、民間企業における「株主」や「消費者」
になぞらえるべき存在なのか？地方団体の執行機関や議会は、「株主」とい
う資金提供者から資金の管理運用を託された受託者と同じ立場なのか？さ
らに言えば、これからの時代にふさわしい分権型社会においては「住民は
行政サービスの単なる顧客ではなく、まちは自分たちでつくっていくもの
である」6）という観点に立つとした場合、地方自治の場における予算・決算
と公会計の制度は、金銭的な利得を目的として資本市場で自由に振舞う「株
主」のものとされる民間企業におけると同じ原理に則っているばかりでよ
いのだろうか？仏国における動向は、こうした論点への一つの回答を提供
している。
　我国における地方の予算・決算・公会計制度の改革を検討するに当たっ
6）地方6団体が設立した新地方分権構想検討委員会（神野直彦委員長。筆者もその一
　委員）がまとめた「分権型社会のビジョン（最終報告）」である『第2期地方分権改革
　とその後の改革の方向一豊かな自治と新しい国のかたちを求めて』（平成18年11月に報
　告。［株］ぎょうせい、12月に刊行）p．26．
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て参考になると思われる具体的な諸点は上に列記した。住民自治の行政制
度を設計するにあたって、ドグマに捉われず、プラグマティックな判断を
することが有効であることを、我国近代公会計制度の源であった仏国での
現代の立法が示していることに注目したい。
　その中でも、仏国では、
（7）　「会計一般基準」との関わりにおいて、地方団体向けの制度が、中央
　政府のそれと異なる位置付けになっていること、
（イ）中央政府での改革よりも地方向けの制度改革が先行したこと、
（ウ）制度改革が基礎レベルの地方自治単位（コミューン）から順次進行し、
　次第により広域レベルの自治単位（県、そして州）へと波及させるとい
　う手順が意図的に選択されたこと、
（Z）その場合でも、自治単位の規模如何によって制度の複雑さを緩和し、
　地域住民など関係者の必要とする範囲で、実行可能な現実的な仕組みを
　構築したこと、を特に重視したい。
　これらの諸点は、制度改革のあり方、進め方として示唆的である。住民
により近接している政府部門である地方団体から、住民自身の手によるガ
バナンスを行うための管理運営手段を整えていくことには、合理的な理由
がある。ややもすれば、規模の大きな団体でのいわゆる「バランスシート」
が巷間で喧伝されてきた我国とは、問題への接近法から異なっているので
ある。我国では、規模の大きな地方団体は、近年、その地方債資金の調達
に当たって、市場での公募による度合いが著しく高まってきた。だから、
資金の貸手（投資家）という会計主体外部の利害関係者への情報提供機能
を重視して予算・決算や会計の仕組みの改革が進められる可能性が大きい
のは事実だろう。
　しかし、これらの制度は、あくまでも手段である。会計制度は、ある主
体の諸活動を経済的な側面から測定し、その結果をまとめて主体内部や外
部の関係者に伝えるものだろう。現代では、そうした関係者の範囲が拡大
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して多様になり、会計情報の果たすべき役割も複雑化している。地方団体
の場合、その中心となるべき関係者は、まず誰よりも「代表者を通じて行
動」（日本国憲法前文）する地域住民であり、自治行政の主目的は、民主的
な正統性を保持しながら、地方税等の調達方法を決定しつつ、希少な資源
を住民の選好に沿って配分することであって、「株主」のための利潤追求で
はない。住民を始めとする様々な関係者の抱く目的を再確認してはじめて、
手段としての制度のあるべき姿を描くことが出来るものであるという当た
り前のことを念押し、専門家各位の広い視野に立った検討を祈願して本稿
の結論としたい。
〔補足〕予算書の様式実例
　「M14」に準拠しているコミューン（アヴェロン県ミヨー市）での事例
を見ると、概要以下のようになっている。なお、各書類の名称等は、筆者
（山下）の判断による仮の邦訳案であるので、邦語としての適否について
は、仏語や会計の専門家諸氏のご検討をお願いしたい。
予算関係書類（コミューン）
《一般会計予算関係》
○予算書本体
　1　一般情報
　II　当初予算総括説明
　　（1）予算収支均衡総括表
　　　　A．経常部門収支均衡総括表、　B．．投資部門収支均衡総括表
　　（2）予算収支総括説明表…　　経常部門、投資部門
　III予算議決書（＝予算書の本体部分）
　　（1）経常部門
　　　　・前年予算総括表
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　　　　・当年予算総括表
　　　　　　・歳出（経常部門費用）　・補助／負担金等一覧表
　　　　　　・歳入（経常部門収入）
　　（2）投資部門
　　　　・当年予算総括表　・議決総括表
　　　　　　・事業別歳入歳出（収支）　・総合収支表
　IV　付表：
　　になる〕
○付属書類
・職種別職員定数等一覧表
・一ﾊ会計＋特別会計総括表
　ど
《付属予算（特別会計）関係》
○キヤンプ場会計…　　略
○上水道会計
　1　収支総括表
　　A．経営収支予算総括表　B．
　II　予算書（本体＝議会議決部分）
　　A．経営部門収支予算〔款別〕総括表
　　　表
　　B．投資部門収支予算〔款別〕総括表
　　　表
　III付表
　　ほか
性質別／行政分野（機能）別分類併用表示〔マトリックス式
・借入金一覧表・固定資産一覧表・保証債務一覧表・債務負担行為一覧表
　　　　　　　　　　　　　・関係広域行政組織一覧
・非営利社団への助成一覧・補助金交付一覧・地方直接税の税率決定　な
　　　　　　　　　資本収支予算総括表
　　　　　　　　　　　　A1．経営部門収支予算〔細分〕
　　　　　　　　　　　　B1．投資部門収支予算〔細分〕
財務関係収支予算表、固定資産一覧表（減価償却状況を含む）
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0下水道会計…　　略
○その他…　　略
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